
 
 

議案第２６号 

 

令和４年度高根沢町下水道事業会計予算議決について 

 

令和４年度高根沢町下水道事業会計予算を地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第２４条第２項の規定により、別冊のとおり提出する。 

 

令和４年３月２日 

 

高 根 沢 町 長  加 藤 公 博   
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（総　　　　則）

第１条　令和４年度高根沢町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　汚水管渠整備事業 千円

②　処理場施設改良事業 千円８，２４０

令 和 ４ 年 度   高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

水 洗 化 戸 数 ７，４９０

年 間 処 理 水 量 １，８５２，４９０

一 日 平 均 処 理 水 量 ５，０７５

主要な建設改良事業

３３３，３５９
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円予 備 費 ２，０００

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 収 益 ７３０，２７６

営 業 収 益 ２５２，５１６

営 業 外 収 益 ４７７，７５８

特 別 利 益 ２

下 水 道 事 業 費 用 ７０７，１７６

営 業 費 用 ６４０，６２４

営 業 外 費 用 ６４，５５１

特 別 損 失 １
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  ２２３，１６５千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　３６，７００千円、過年度分損益勘定留保資金　１４３，４６３千円、当年度

分損益勘定留保資金  １３，３８７千円、減債積立金  ２９，６１５千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ３４１，５９９

企 業 債 償 還 金 ３３２，９３５

固 定 資 産 売 却 代 金 １

資 本 的 支 出 ６７４，５３４

国 庫 補 助 金 １０５，０００

負 担 金 等 １４，３３０

資 本 的 収 入 ４５１，３６９

企 業 債 ２００，０００

出 資 金 １３２，０３８
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（ ）

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

１５１千円　

5.0％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

利率

借入れの日から４０年以内とし、その他につ
いては借入先の融資条件による。ただし、町
財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還または低利に借換え
することができる。

償還の方法

５１５，２４５千円　

債務負担行為

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

水洗便所改造資金融資あっせんに係る
利 子 補 給

令和５年度から令和８年度まで

一 時 借 入 金

企 業 債

起債の目的 限度額 起債の方法

公共下水道事業 ２００，０００千円 普通貸借又は
証 券 発 行

包 括 的 民 間 委 託 令和５年度から令和９年度まで
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（ ）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（ ）

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第10条 下水道事業経営安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７０,５００千円である。

令和４年３月２日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

他会計からの補助金

１９，５５７

予定支出の各項の経費の金額の流用

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費
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１ １０

２ １３

３ １４

４ ２０

５ ２２

６ ２４

７ ２９

８ ３４

令 和 ３ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ４ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

注 記

令和４年度高根沢町下水道事業会計予算に関する説明書

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ３ 年 度 予 定 損 益 計 算 書
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収　　入

1

1

1  下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料

2  雨水排水に要する経費に対する一般会計負担金

3

4  排水設備計画確認検査手数料等

2

1  預金利息

2  一般会計補助金

3  分流式下水道等に要する経費に対する一般会計負担金

4  社会資本整備総合交付金

5  長期前受金収益化額

6  消費税及び地方消費税還付金

7  宝積寺アクアセンター敷地補償費等

3

1

2

下 水 道 事 業 収 益 730,276

営 業 収 益 252,516

下 水 道 使 用 料 225,540

令和４年度高根沢町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目 予 定 額 備 考

（単位：千円）

営 業 外 収 益 477,758

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

他 会 計 補 助 金 70,500

雨 水 処 理 負 担 金 26,540

受 託 工 事 収 益 1

そ の 他 営 業 収 益 435

他 会 計 負 担 金 209,610

長 期 前 受 金 戻 入 184,003

国 庫 補 助 金 4,500

特 別 利 益 2

固 定 資 産 売 却 益 1

消費税及び地方消費税還付金 9,000

雑 収 益 144

過 年 度 損 益 修 正 益 1
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支　　出

1

1

1  管渠の維持管理に要する経費

2  処理場施設の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2

3  その他雑支出

3

1

4

1

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1

特 別 損 失 1

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1

雑 支 出 258

営 業 外 費 用 64,551

支 払 利 息 及 び 64,292

企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費 354,538

資 産 減 耗 費 1,333

処 理 場 費 196,760

受 託 工 事 費 2

総 係 費 52,757

下 水 道 事 業 費 用 707,176

営 業 費 用 640,624

管 渠 費 35,234

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考
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収　　入

1

1

1  公共下水道事業債

2

1  一般会計出資金　

3

1  社会資本整備総合交付金

4

1  公共下水道事業受益者負担金

2  農業集落排水事業受益者分担金

5

1

支　　出

1

1

1  管渠建設等に要する経費

2  処理場機械設備更新等に要する経費

2

1  企業債償還元金建 設 企 業 債 元 金 償 還 金 332,935

企 業 債 償 還 金 332,935

処 理 場 建 設 改 良 費 8,240

資 本 的 支 出 674,534

建 設 改 良 費 341,599

管 路 建 設 改 良 費 333,359

款 項 目 予 定 額

固 定 資 産 売 却 代 金 1

（単位：千円）

固定資産売却代金 1

負 担 金 等 14,330

受 益 者 負 担 金 14,329

受 益 者 分 担 金 1

国 庫 補 助 金 105,000

国 庫 補 助 金 105,000

出 資 金 132,038

出 資 金 132,038

企 業 債 200,000

建 設 改 良 債 200,000

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 451,369

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出 千円

　　　人件費支出 千円

　　　その他の事業支出 千円

　　　営業収入 千円

　　　負担金、補助金等収入 千円

　　　小計 千円

　　　利息の支払額 千円

　　　利息の受取額 千円

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 千円

　　　国庫補助金等による収入 千円

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 千円

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 千円

　　　企業債の償還による支出 千円

　　　出資金による収入 千円

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 千円

資金増加額（又は減少額） 千円

資金期首残高 千円

資金期末残高 千円

１７２，１０３

△１６，７３０

１１７，０７９

１００，３４９

△６７８，０３７

２７４，３３０

△４０３，７０７

３７３，０００

△３３２，９３５

１３２，０３８

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△２４７，９５２

△１９，５５７

△５，５９９

２３１，１２３

３２１，１５０

２７９，１６５

△６４，２９２

１

２１４，８７４
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
3

9,404 6,994 16,398 3,159 19,557

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,404 6,994 16,398 3,159 19,557

損益勘定支弁職員
( )
3

9,207 7,148 16,355 2,983 19,338

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,207 7,148 16,355 2,983 19,338

損益勘定支弁職員
( )

197 △ 154 43 176 219

資本勘定支弁職員

合 計
( )

197 △ 154 43 176 219

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

本年度

前年度

比 較

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区 分

給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 258 240 477 2,019 1,598 827

前 年 度 438 240 477 2,139 1,595 662

比 較 △ 180 △ 120 3 165

区 分

本 年 度 30 1,545

前 年 度 30 1,567

比 較 △ 22

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料

197

手 当 △ 183

29そ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

△ 154 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 期末手当 △126　退職手当 △57

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳  説       明 備   考

197 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

時 間 外 勤 務 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当 退 職 手 当

勤 勉 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 150,600円 高校卒 150,600円 技能職 147,900円

短大卒 163,100円 短大卒 163,100円

大学卒 182,200円 大学卒 182,200円

技能職 147,900円

平 均 年 齢 32歳5月

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 254,433円

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 297,109円

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 304,062円

平 均 年 齢 33歳6月

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 259,633円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

課 長 参 事

技 能 労 務 職 労 務 主 事 技 能 主 事 技 能 主 事

5 級 6 級 7 級

企 業 職 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐

　（級別の基準となる職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計 （ ） （ ）

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

7　級 （ ） （ ）

5　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

計 （ ） （ ）
3 100.0

6　級 （ ） （ ）
1 33.4

4　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）

計 （ ） （ ） 計 （ ）

（ ） （ ）
2 66.6

（ ）
3 100.0

（ ） （ ） 1　級

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

1 33.4

3　級 （ ） （ ）

4　級
（ ） （ ）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級
（ ） （ ）

1　級
（ ） （ ）

2 66.6

2　級 （ ） （ ） 2　級 （ ） （ ）

3　級 （ ） （ ）

   ウ  級別職員数　　　

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職 技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 職 員 数 (人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）
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（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0

（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0（Ｂ）/（Ａ）

前  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級

   エ  昇 給 

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 企　　業　　職

2 号 級

技 能 労 務 職

本  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

（Ｂ）/（Ａ）

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.25)

4.3

(2.35)

4.45

(2.25)

4.3

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一 般 会 計 の 制 度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
25年勤続の者

備　　　考
(月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

一 般 会 計 の 制 度
(1.125) (1.125)

有
2.15 2.15

前 年 度
(1.175) (1.175)

有
2.225 2.225

本 年 度
(1.125) (1.125)

有
2.15 2.15

区 分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 備 考
6月（月分） 12月(月分）
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

平成30年度から (64,098)

令和３年度まで 64,422 

平成30年度から (19,797)

令和３年度まで 19,863 

令和元年度から (1)

令和３年度まで 117 

令和２年度から (1,355)

令和３年度まで 1,355 

令和２年度から 令和４年度から (3)

令和３年度まで 令和５年度まで 126 

令和４年度から (4)

令和６年度まで 144 

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

64,422 

平成29年度農業集落排水事業包括的
民間委託

98,985 79,122 19,863 

平成29年度公共下水道事業包括的民
間委託

320,490 256,068 令和４年度

令和４年度

平成30年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 34 　　　　 117

令 和 元 年 度 包 括 的 民 間 委 託 4,065 2,710 1,355 

令和４年度

令和４年度

令和元年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 25 126 

令和２年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 令和３年度 7 144 
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左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

(2,530)

2,640 

令和４年度から (28)

令和７年度まで 150 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

令和３年度下水道使用料適正化検討
業務

2,640 2,640 令和４年度

令和３年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

150 　　　　 150
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1 円 円 円

（１）  下水道使用料

（２）  雨水処理負担金

（３）  受託工事収益

（４）  その他営業収益

2

（１）  管渠費

（２）  処理場費

（３）  受託工事費

（４）  総係費

（５）  減価償却費

（６）  資産減耗費

3

（１）  受取利息及び配当金

（２）  他会計補助金

２０２，３００，１８０

令和３年度高根沢町下水道事業予定損益計算書

( 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　営　 業 　収　 益

３５２，６３５，９７１

２６，８８４，６４２

０

４３１，６７４ ２２９，６１６，４９６

　営　 業　 費 　用

１７，６６０，９００

１５８，２０６，０２９

0

４３，４５１，７３４

１６４，２５３ ５７２，１１８，８８７

　営　 業　 利　 益 △３４２，５０２，３９１

　営　 業 　外　 収　 益

２，５００

４４，０００，０００
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（３）  他会計負担金

（４）  国庫補助金

（５）  長期前受金戻入

（６）  雑収益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過年度損益修正損

２０９，８１３，４４１

６，０００，０００

１８３，９１４，９０８

７７５，８５８ ４４４，５０６，７０７

　営　 業　 外 　費　 用

６７，８１２，７６７

３７２，１１７，５６９

    経 　常　 利 　益 ２９，６１５，１７８

４，５７６，３７１ ７２，３８９，１３８

０

　特　 別 　利 　益

０

０ ０

　特　 別 　損　 失

０ ０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ６３，１４４，１４５

当 年 度 純 利 益 ２９，６１５，１７８

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ０

そ の 他 未 処 分 利益 剰余 金変 動額 ３３，５２８，９６７
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

令 和 ３ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１０，９１７，９８４，８２７

△１，０２７，６２３，５７３ ９，８９０，３６１，２５４

８４４，８０９，９８７

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１０２，６３３，２５８ ７３９，９７０，０２８

２，２９６，５１３

△４７３，００８ １，８２３，５０５

△３１３，４８１，７７７ ５３１，３２８，２１０

５１，５００

１２，３９３，２９２，９２２

９６，２８７，７７３

有 形 固 定 資 産 合 計
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計 ７６，６９８，７６５

７６，６９８，７６５

　流 　動 　資 　産

１１７，０７８，７７８

４５，０４０，５７０

固 定 資 産 合 計

△４６４，０００ ４４，５７６，５７０

１２，４６９，９９１，６８７

１６１，６５５，３４８

資 産 合 計 １２，６３１，６４７，０３５

流 動 資 産 合 計

25



負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

４，０３１，８７５，６９５

４，０３１，８７５，６９５

１２，２２９，９１０

固 定 負 債 合 計

３３２，９３４，０７１

１，４６２，０００

流 動 負 債 合 計 ３４６，６２５，９８１

６，６９９，１３６，０３８

５，９３８，７６５，８３８

負 債 合 計 １０，３１７，２６７，５１４

△７６０，３７０，２００

繰 延 収 益 合 計
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

５４０，２１２，０００

１，０２２，１８６，４６５

資 本 金 合 計

６４，５４４，５８３

自 己 資 本 金 合 計 １，６２６，９４３，０４８

１，６２６，９４３，０４８

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計 ６３，１４４，１４５

０

６３，１４４，１４５

剰 余 金 合 計 ６８７，４３６，４７３

資 本 合 計 ２，３１４，３７９，５２１

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，６３１，６４７，０３５
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１２８，０９５，２５８ ７１４，５０８，０２８

１１，２１８，８７６，８２７

令 和 ４ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

２，２９６，５１３

△６５６，００８ １，６４０，５０５

△１，２９６，６１１，５７３ ９，９２２，２６５，２５４

１，２５６，９８２，７６０

△３６８，３３４，７７７ ８８８，６４７，９８３

５１，５００

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，６６０，５８３，９２２
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

１４４，３０３，１３２

資 産 合 計 １２，８７９，５９０，８１９

流 動 資 産 合 計

△４６４，０００ ４３，９５４，１９１

１２，７３５，２８７，６８７

　流 　動 　資 　産

１００，３４８，９４１

４４，４１８，１９１

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 ７４，７０３，７６５

７４，７０３，７６５

30



負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額 △９４２，８７３，２００

繰 延 収 益 合 計 ６，００３，８８４，８３８

負 債 合 計 １０，４２２，６４７，２９８

流 動 負 債 合 計 ３５８，０４６，４５６

６，９４６，７５８，０３８

１，４６２，０００

固 定 負 債 合 計

３４４，１５９，６９１

４，０６０，７１６，００４

４，０６０，７１６，００４

１２，４２４，７６５
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 金 合 計 １，７９２，５１０，０１５

９８，０７３，５５０

自 己 資 本 金 合 計 １，７９２，５１０，０１５

６７２，２５０，０００

１，０２２，１８６，４６５
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

６６４，４３３，５０６

資 本 合 計 ２，４５６，９４３，５２１

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，８７９，５９０，８１９

利 益 剰 余 金 合 計 ４０，１４１，１７８

剰 余 金 合 計

４０，１４１，１７８

０
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ２～３０年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ４～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ５０年

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員（下水道事業）の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町

　村総合事務組合への一般負担金のみを下水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金

  は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において下水道使用料等を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

１　報告セグメントの概要

　高根沢町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水

道事業」と「農業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公 共 下 水 道 事 業 　宝積寺処理区及び仁井田処理区に係る汚水処理、雨水処理

農 業 集 落 排 水 事 業 　東部処理区及び大用地処理区に係る汚水処理
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２　報告セグメントごとの営業収益等

　　令和４年度（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 206,529 25,478 232,007

営業費用 499,902 116,988 616,890

営業損益 △ 293,373 △ 91,510 △ 384,883

経常損益 8,591 1,935 10,526

セグメント資産 11,369,821 1,509,770 12,879,591

セグメント負債 9,345,196 1,077,451 10,422,647

その他の項目    

　雨水処理負担金 26,540  26,540

　他会計補助金 30,000 40,500 70,500

　他会計負担金 170,211 39,399 209,610

　出資金 76,538 55,500 132,038

　減価償却費 297,238 57,300 354,538

　特別利益 2  2

　特別損失 1  1

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増減額

316,270 △ 50,974 265,296
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業 730,276 711,832 18,444

収益
1 営業収益 252,516 251,916 600

1 225,540 224,666 874 225,540 下水道使用料 197,578

農業集落排水処理施設使用料 27,962

2 26,540 26,884 △ 344 26,540 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担
金 26,540

3 1 1 0 1 受託工事金 1

4 435 365 70 手数料 375 排水設備計画確認検査手数料等 375

60 堆肥販売金 60

2 営業外収益 477,758 459,914 17,844

1 1 1 0 預金利息 1 預金利息 1

2 70,500 44,000 26,500 70,500 一般会計補助金 70,500

3 209,610 215,104 △ 5,494 209,610 一般会計負担金 209,610

4 国庫補助金 4,500 6,000 国庫補助金 4,500 社会資本整備総合交付金 4,500

令和４年度高根沢町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道使用
料

下水道使用
料

雨水処理負
担金

雨水処理負
担金

受託工事収
益

受託工事収
益

その他営業
収益

生産物売払
収入

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

他会計負担
金

他会計負担
金

△ 1,500
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

5 184,003 184,383 △ 380 184,003 長期前受金収益化額 184,003

6 9,000 10,000 △ 1,000 9,000 消費税及び地方消費税還付金 9,000

7 雑収益 144 426 △ 282 144 宝積寺アクアセンター敷地補償費等 144

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

その他雑収
益

固定資産売
却益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 707,176 685,496 21,680

1 営業費用 640,624 613,433 27,191

1 管渠費 35,234 22,420 12,814 光熱水費 53 マンホールポンプ場電気料 53

動力費 4,620 マンホールポンプ場機械装置運転に係る電力料 4,620

修繕費 23,100 管渠内補修工事等 23,100

委託料 5,324 下水道管路台帳作成業務等 5,324

賃借料 20 管渠埋設用地賃借料 20

路面復旧費 2,090 道路舗装復旧費用 2,090

保険料 27 全国自治協会施設損害保険 27

2 処理場費 196,760 185,804 10,956 備消品費 150 東部の恵肥料袋 150

光熱水費 30 処理場電気料 30

動力費 34,928 処理場機械装置運転に係る電力料 34,928

修繕費 41,492 処理場機械設備の修繕に係る費用 41,492

委託料 119,640 処理場の施設運転管理委託等 119,640

保険料 520 全国自治協会施設損害保険 520

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

4 総係費 52,757 48,334 4,423 給料 9,404 3名分 9,404

手当 5,788 扶養手当 258

通勤手当 240

比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道事業
費用

款 項 目
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

時間外勤務手当 827

管理職手当 477

管理職特別勤務手当 30

期末手当 1,346

勤勉手当 1,065

退職手当負担金 1,545

1,206 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

る額 1,206

法定福利費 2,903 共済組合負担金 2,875

公務員災害補償基金負担金 28

256 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰

り入れる額 256

報酬 144 下水道審議会委員報酬 144

旅費 62 研修等に係る交通運賃 62

備消品費 309 事務用の備消耗品費 309

燃料費 56 公用車燃料費 56

印刷製本費 289 郵送用封筒等 289

修繕費 100 公用車の車検整備費用 100

通信運搬費 321 受益者負担金納付書郵送料等 321

手数料 87 口座振替手数料等 87

委託料 26,050 下水道使用料徴収事務委託費等 26,050

使用料 1,372 事務機器使用料等 1,372

説　　　　　　明
区 分 金 額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

補給金 103 水洗便所改造資金融資斡旋利子補給金 103

会費負担金 112 日本下水道協会会費 76

栃木県下水道協会会費 10

全国町村下水道推進協議会栃木県支部会費 5

県汚泥資源化推進協議会負担金 1

地域環境資源センター会費 20

食糧費 3 下水道審議会委員用飲料水 3

保険料 53 公用車に係る保険料 53

研修費 751 研修受講料 751

報償費 3,264 受益者負担金等一括納付報奨金 3,264

100 下水道使用料の不納欠損に備えるため、引

当金に繰り入れる額 100

貸倒損失 1 下水道使用料の不納欠損に係る貸倒損失 1

公課費 23 公用車車検時自動車重量税 23

5 減価償却費 354,538 355,708 △ 1,170 352,012 有形固定資産に係る減価償却費 352,012

2,526 施設利用権に係る減価償却費 2,526

6 資産減耗費 1,333 1,165 168 1,333 機械設備更新等に伴う除却費 1,333

2 営業外費用 64,551 70,062 △ 5,511

1 64,292 69,803 △ 5,511 企業債利息 64,292 企業債の償還利息 64,292

説　　　　　　明
区 分 金 額

無形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

貸倒引当金
繰入額

有形固定資
産減価償却
費

支払利息及
び企業債取
扱諸費

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

2 1 1 0 1 消費税及び地方消費税納付額 1

3 雑支出 258 258 0 58 受益者負担金の不納欠損に備えるため引当

金に繰り入れる額 58

200 その他雑支出 200

3 特別損失 1 1 0

1 1 1 0 貸倒損失 1 不納欠損金 1

4 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費 2,000

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

その他未収
金貸倒引当
金繰入額

その他雑支
出

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

過年度損益
修正損
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 451,369 725,488

1 企業債 200,000 323,000

1 建設改良債 200,000 323,000 建設改良債 200,000 公共下水道事業債 200,000

2 出資金 132,038 135,000 △ 2,962

1 出資金 132,038 135,000 △ 2,962 出資金 132,038 一般会計出資金 132,038

3 国庫補助金 105,000 250,350

1 国庫補助金 105,000 250,350 国庫補助金 105,000 社会資本整備総合交付金 105,000

4 負担金等 14,330 17,137 △ 2,807

1 14,329 17,136 △ 2,807 14,329 受益者負担金 14,329

2 1 1 0 1 受益者分担金 1

5 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

有形固定資
産売却代金

説　　　　　　明
区 分 金 額

受益者負担
金

受益者負担
金

受益者分担
金

受益者分担
金

△ 274,119

△ 123,000

△ 123,000

△ 145,350

△ 145,350
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 674,534 933,763

1 建設改良費 341,599 613,300

1 333,359 178,160 委託料 37,800 汚水管渠建設工事に係る監督業務等 37,800

工事請負費 295,559 汚水管渠建設工事等 295,559

2 8,240 435,140 委託料 584 資源化工場建設委託 584

工事請負費 7,656 宝積寺アクアセンター機械設備更新工事 7,656

2 332,935 320,463 12,472

1 332,935 320,463 12,472 332,935 企業債の償還元金 332,935

△ 426,900

款 項 目 説　　　　　　明
区 分 金 額

管路建設改
良費

処理場建設
改良費

比 較
節

△ 259,229

△ 271,701

155,199

企業債償還
金

建設企業債
元金償還金

建設企業債
元金償還金
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３６，７００ 千円

１４３，４６３ 千円

１３，３８７ 千円

２９，６１５ 千円

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２２３，１６５千円は、次により補てんするものとする。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

減債積立金
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